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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第５期

第２四半期
連結累計期間

第６期
第２四半期
連結累計期間

第５期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 77,030 86,540 160,620

経常利益 (百万円) 4,190 4,679 8,602

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,670 3,246 5,676

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,789 2,739 5,655

純資産額 (百万円) 68,995 73,808 71,526

総資産額 (百万円) 117,046 121,301 119,964

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 55.96 68.01 118.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.3 56.3 55.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,406 5,451 17,025

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,189 △4,031 △7,496

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,342 △1,869 △4,518

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 13,878 14,544 15,128
 

 

回次
第５期

第２四半期
連結会計期間

第６期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.44 32.28
 

　
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 経営成績の状況

トラック市場におきましては、国内の需要は底堅く推移するとともに、海外では中近東で政情不安による低迷

があるものの、アジア新興国で需要は増加しました。また、建設機械市場におきましては、国内では排ガス規制

に伴う駆け込み需要の反動による油圧ショベルの需要減少があったものの、海外では中近東、アフリカ地域を除

き、主に公共投資を背景とした中国を中心にアジア新興国で需要は増加しました。

このような情勢下、当第２四半期連結累計期間の売上高は86,540百万円と前年同期に比べ9,509百万円(12.3％)

の増収、営業利益は4,146百万円と前年同期に比べ286百万円(7.4％)の増益、経常利益は4,679百万円と前年同期

に比べ488百万円(11.7％)の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては3,246百万円と前年同期に

比べ575百万円(21.5％)の増益となりました。

 

(2) 財政状態の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,336百万円増加し、121,301百万円とな

りました。これは主に、現金及び預金が584百万円、有形固定資産が306百万円それぞれ減少した一方で、受取

手形及び売掛金が2,315百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ945百万円減少し、47,492百万円となりました。これは主に、借入金が

1,361百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,282百万円増加し、73,808百万円となりました。これは主に、為替換算

調整勘定が678百万円減少した一方で、利益剰余金が2,815百万円増加したこと等によるものであります。
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　(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

べ584百万円減少し、14,544百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果獲得した資金は、5,451百万円（前年同期比42.0％の収入減）

となりました。

主な内訳は、税金等調整前四半期純利益4,579百万円、減価償却費3,641百万円の収入に対し、売上債権の増加額

2,424百万円、法人税等の支払額1,138百万円があったこと等によります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果使用した資金は、4,031百万円（前年同期比26.4％の支出増）

となりました。

主な内訳は、有形及び無形固定資産の取得による支出が4,125百万円であったこと等によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果使用した資金は、1,869百万円（前年同期比20.2％の支出減）

となりました。

主な内訳は、長期借入金の返済による支出が1,424百万円、配当金の支払額（非支配株主への配当金の支払額を含

む）が456百万円であったこと等によります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は630百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の著しい増減はありません。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変動はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,154,282 49,154,282
東京証券取引所
(市場第二部)

当会社の単元株式数は、
100株とする。

計 49,154,282 49,154,282 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年７月１日～
平成30年９月30日

― 49,154,282 ― 5,500 ― 1,375
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(5) 【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６丁目26番１号 20,261 42.39

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.
（東京都港区六本木６丁目10番１号 六本木
ヒルズ森タワー)

1,695 3.55

日立建機株式会社 東京都台東区東上野２丁目16番１号 1,300 2.72

BBH FOR FIDELITY PURITAN
TR:FIDELITY SR INTRINSIC
OPPORTUNITIES FUND
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON,MA 02210 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号　決
済事業部）

1,225 2.56

みどり持株会 神奈川県海老名市上郷４丁目３番１号 1,048 2.19

佐藤商事株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 990 2.07

ＦＰ成長支援Ａ号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目２番１号　岸本
ビルヂング２階

839 1.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 804 1.68

神吉　利郎 奈良県天理市 750 1.57

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 744 1.56

計 － 29,658 62.05
 

（注）上記のほか、自己株式が1,355千株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

普通株式 1,355,300

（相互保有株式）
―

普通株式 272,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

474,537 同上
47,453,700

単元未満株式 普通株式 72,482 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 49,154,282 ― ―

総株主の議決権 ― 474,541 ―
 

　
(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,540株（議決権の数55 

個）含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、自己株式２株及び相互保有株式36株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

  平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京都港区港南一丁目８
番27号

1,355,300 ― 1,355,300 2.76IJTテクノロジーホールディ
ングス㈱

（相互保有株式） 東京都大田区蒲田本町２
丁目33番２号

267,600 5,200 272,800 0.55
㈱富士商会

計 ― 1,622,900 5,200 1,628,100 3.31

 

　
(注) １　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における共有持株数
アイメタルテクノロジー協力企
業持株会

茨城県土浦市北神立町４番２

 

　
２　㈱富士商会の「他人名義所有株式数」は、同社の持分に相当する株数を、上記「①発行済株式」の「完全議

決権株式（その他）」から除外されるべき株数として、百株未満を切り上げて表示しております。

　

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(自 平成30年７月１日 至 平

成30年９月30日)および第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)に係る四半期連結財務

諸表について、ＥＹ新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,148 14,564

  受取手形及び売掛金 ※2  23,771 ※2  26,086

  たな卸資産 ※1  8,625 ※1  8,709

  その他 2,042 2,252

  貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 49,585 51,610

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,482 15,102

   機械装置及び運搬具（純額） 25,341 24,798

   土地 15,488 16,446

   建設仮勘定 2,798 2,579

   その他（純額） 1,752 1,629

   有形固定資産合計 60,863 60,556

  無形固定資産 700 658

  投資その他の資産   

   その他 9,367 8,941

   貸倒引当金 △552 △466

   投資その他の資産合計 8,815 8,475

  固定資産合計 70,378 69,690

 資産合計 119,964 121,301

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  16,019 ※2  16,649

  電子記録債務 8,556 8,728

  短期借入金 2,861 2,615

  未払法人税等 1,164 1,016

  賞与引当金 1,999 2,030

  その他 ※2  8,003 ※2  8,126

  流動負債合計 38,604 39,167

 固定負債   

  長期借入金 3,175 2,060

  再評価に係る繰延税金負債 821 821

  環境対策引当金 94 94

  退職給付に係る負債 4,196 4,245

  その他 1,545 1,103

  固定負債合計 9,833 8,325

 負債合計 48,438 47,492
 

 

EDINET提出書類

ＩＪＴテクノロジーホールディングス株式会社(E27671)

四半期報告書

 9/19



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,500 5,500

  資本剰余金 22,538 22,538

  利益剰余金 37,952 40,768

  自己株式 △430 △430

  株主資本合計 65,560 68,376

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 263 273

  土地再評価差額金 1,576 1,576

  為替換算調整勘定 △973 △1,652

  退職給付に係る調整累計額 △368 △327

  その他の包括利益累計額合計 497 △129

 非支配株主持分 5,467 5,561

 純資産合計 71,526 73,808

負債純資産合計 119,964 121,301
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 77,030 86,540

売上原価 68,661 77,532

売上総利益 8,369 9,007

販売費及び一般管理費   

 運搬費 1,001 1,096

 給料及び手当 1,416 1,484

 賞与引当金繰入額 263 287

 退職給付費用 65 65

 その他 1,762 1,928

 販売費及び一般管理費合計 4,509 4,861

営業利益 3,859 4,146

営業外収益   

 受取利息 17 53

 受取配当金 44 45

 スクラップ売却益 128 203

 持分法による投資利益 185 176

 その他 70 152

 営業外収益合計 446 632

営業外費用   

 支払利息 56 38

 その他 58 59

 営業外費用合計 115 98

経常利益 4,190 4,679

特別利益   

 固定資産売却益 1 ―

 特別利益合計 1 ―

特別損失   

 固定資産除売却損 89 97

 減損損失 262 ―

 その他 ― 2

 特別損失合計 351 100

税金等調整前四半期純利益 3,839 4,579

法人税等 960 1,095

四半期純利益 2,879 3,483

非支配株主に帰属する四半期純利益 208 237

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,670 3,246
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 2,879 3,483

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 54 7

 土地再評価差額金 △108 ―

 為替換算調整勘定 △6 △525

 退職給付に係る調整額 55 42

 持分法適用会社に対する持分相当額 △84 △268

 その他の包括利益合計 △89 △743

四半期包括利益 2,789 2,739

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,604 2,619

 非支配株主に係る四半期包括利益 185 120
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 3,839 4,579

 減価償却費 3,972 3,641

 のれん償却額 47 47

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △86

 受取利息及び受取配当金 △62 △99

 支払利息 56 38

 持分法による投資損益（△は益） △185 △176

 固定資産除売却損益（△は益） 88 97

 減損損失 262 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △596 △2,424

 たな卸資産の増減額（△は増加） △434 △173

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,687 887

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 93 130

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 39 △100

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △456 △37

 その他 15 △54

 小計 10,368 6,269

 利息及び配当金の受取額 171 359

 利息の支払額 △57 △39

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,076 △1,138

 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,406 5,451

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,124 △4,125

 有形固定資産の売却による収入 35 42

 有形固定資産の除却による支出 △97 △3

 投資有価証券の取得による支出 △4 △4

 短期貸付金の純増減額（△は増加） 0 0

 長期貸付金の回収による収入 ― 84

 投資その他の資産の増減額（△は増加） 0 △24

 その他 0 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,189 △4,031

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △344 90

 長期借入金の返済による支出 △1,660 △1,424

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △238 △430

 非支配株主への配当金の支払額 △22 △26

 リース債務の返済による支出 △75 △77

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,342 △1,869

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 △134

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,893 △584

現金及び現金同等物の期首残高 9,985 15,128

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,878 ※  14,544
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

法定実効税率を使用する方法を採っております。
 

 

(追加情報)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１ たな卸資産の内訳

　

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

製品 2,529百万円 2,243百万円

仕掛品 1,900 〃 2,023 〃

原材料及び貯蔵品 4,194 〃 4,442 〃
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

受取手形 58百万円 74百万円

支払手形 731　 〃 615  〃

その他（設備関係支払手形） 63　 〃 112  〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 13,898百万円 14,564百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △20 〃 △20 〃

現金及び現金同等物 13,878百万円 14,544百万円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 238 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 334 7.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 430 9.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 430 9.00 平成30年９月30日 平成30年12月４日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

 

【セグメント情報】

当社グループは自動車用等関連部品製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 55円96銭 68円01銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,670 3,246

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(百万円)

2,670 3,246

   普通株式の期中平均株式数(株) 47,731,469 47,730,881
 

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】
　

第６期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月９日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 430百万円

②　１株当たりの金額      　                     ９円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成30年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月９日

IJTテクノロジーホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　出　　勇　　治 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 菅　　沼　　　　　淳 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているIJTテクノロ

ジーホールディングス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成30年７月１日から平成30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、IJTテクノロジーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成

30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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